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１．茨城県那珂市の海野徹市長が首長会議に正式加入

日本原子力発電の東海第 2原子力発電所（茨城県東海村）の再稼働に反対する意向を表明

している茨城県那珂市の海野徹市長が１１月２９日付けで、「脱原発をめざす首長会議」

に正式加入されました。これで首長会議メンバーは全国３４都道府県で、９９人になりま

す（うち６１人が元職）。また、茨城県では海野市長のほか、五十嵐立青・つくば市長ら

５人の現職首長と、村上達也・前東海村長ら４人の元職首長が会員となっています。

日本原子力発電は今年 3月、東海村や水戸市、那珂市などの周辺 6市村と「実質的な事前

了解」の権限を認める新たな安全協定を結びました。那珂市の海野市長は１０月２４日、

この６市村の首長としては初めて再稼働に反対する考えを表明していました。

海野市長は１１月２９日、来訪した首長会議の佐藤和雄事務局長と面談。その中で、再稼

働に反対する理由としてこう語っています。

「東海第二の３０キロ圏内には約９６万人が住んでいます。とても一気に逃げることはで

きないでしょう。車による渋滞も起きますし。さらに（原発の過酷事故と大地震などが重

なる）複合災害が起きれば、道路が寸断されますので、放射能が降り注ぐなかで、住民が

置き去りにされてしまう。そういったことを防ぐには、再稼働を止め、廃炉にすることが

一番の近道だと思います。



２．首長会議の世話人コラム　第２回　前静岡県湖西市長・三上元（みかみ・はじ

め）

ゴーンの記事に割り込んだのは、〜〜日本 小型原発 開発へ〜〜という12月 1日、東京新

聞 1面トップ記事だ。中日新聞は2面。

開発理由として

1、不安定な再生エネルギーをサポート・補完する必要がある

2、プルトニウムを使用し、削減するという世界への約束を示す必要がある

3、地球温暖化防止のパリ協定に従う必要がある

という。

私から反論する。

1、世耕 経産大臣は〜原発の新設は考えていない〜と国会で発言した筈だ。隠していた

か？官僚達がコロコロ変わる大臣を無視して動いていたのか、〜〜世耕大臣が本当に知ら

なかったなら、官僚達に怒るべきである。〜〜俺の了解を得てから発言せよ。左遷だ。〜

〜と。多分 知っていたのであろうから、大臣はウソつきだろう。

2、最終処分場を決めることができない状態で、原発の新設を発言する無神経な官僚達が

経済産業省にウヨウヨ存在するようだ。真剣に核問題を勉強せよ。

3、核の地雷を自国に埋め込むことが、国防の視点から、いかに愚かな行為か、解らない

のか！　核兵器を持ちたいという意見を持っている人から見ても、プルトニウムは日本に

いっぱいあるのだから核兵器はその気になれば日本は核兵器を持つ能力はある。これ以上 

自国民を殺す核の地雷はいらない。真剣に国防の勉強をせよ。

昨年 9月にワシントンで、小型原発（安価で危険が少ない）の研究をアメリカでは行なっ

ている、と聞いた。既に日本も1年以上前から密かに官僚達は情報交換していたのだ。ビ

ル・ゲイツもそれに投資している、という報道も見た。

世界の原発推進派は、一方で、断末魔の悲鳴を上げ、他方で、しぶとく研究し工作してい

る。油断は禁物。危険で高価な原発は、人類のためにやめよう。

３．シリーズ〈原発ゼロ社会への道　第 2 回　トルコ原発と首長会議〉

12月４日付けの日本経済新聞朝刊の記事を、頭上に青空が広がるような思いで読みました。



こう伝えています。

〈政府や三菱重工業などの官民連合がトルコの原子力発電所の建設計画を断念する方向で

最終調整に入った。建設費が当初想定の 2倍近くに膨らみ、トルコ側と条件面で折り合え

なかった。トルコでの原発新設は日本政府のインフラ輸出戦略の目玉の一つ。国内で原発

の新設計画が見通せないなか、日本は原発戦略の立て直しを迫られる。〉

原発新設は2013年に日本、トルコ両政府で合意し、三菱重工を中心とした日仏企業連合が

黒海沿岸のシノップに原発 4基を建設する計画でした。

実は、トルコでの原発建設の動向には、私たち「脱原発をめざす首長会議」も大きな関心

を寄せていました。

2014年 4月18日、日本の国会ではトルコへの原発輸出を可能にする原子力協定が可決さ

れました。

この原発建設予定地である黒海沿岸のシノップ県では、2014年 4月の市長選挙で原発反対

を掲げて当選したシノップ中央市のバキ・エルギュル市長をはじめ、周辺自治体で原発建

設に反対している首長がいます。

日本の首長会議から、トルコで原発建設に反対している首長のみなさんに応援・連帯メッ

セージを出してはーー。

首長会議の戦略会議メンバーである FoEの吉田明子さんから、そのようなご提案を受け、

急ぎメッセージをまとめました。そして、その年の夏、トルコに訪問された吉田明子さん

から、アルフェレク町のムツァファー・シムセク町長、ゲルゼ 町 のオスマン・ベロヴァ

ジクリ町長らに手渡していただき、シノップ中央市のバキ・エルギュル市長にも現地の方

から渡していただいたのでした。

シノップでの原発建設が断念される方向となったことに、バキ・エルギュル市長らは安堵

されているのではないでしょうか。今後とも、官民一体となった日本からの原発輸出の動

向を注意深くみていきたいと思います。（事務局長・佐藤和雄）

応援・連帯メッッセージは以下のようなものでした。






